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   別添３ 
                                                                                     

厚生労働行政推進調査事業費 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

総括研究年度終了報告書 

 

都道府県や県型保健所による子育て世代包括支援センターの 

機能強化支援のための研究 

 

研究代表者 佐藤 拓代  

公益社団法人母子保健推進会議会長 

 

研究要旨 

【目的】 

令和 2 年度末までの全国展開が目指された子育て世代包括支援センター（以下、「セン

ター」とする）が未設置の自治体に設置を促進するとともに、都道府県及び県型保健所に

よる事業評価システムを構築し、平成 29 年度から令和元年度に代表研究者が実施した厚

生労働科学研究「子育て世代包括支援センターの全国展開に向けた体制構築のための研

究」で作成されたセンター業務ガイドライン（改定案）とセンターにおける面談・支援の

手引きの普及啓発、及びそれらの効果的研修プログラムの開発を行い、さらに、令和元年

12 月に公布された改正母子保健法で市区町村における産後ケア事業が努力義務となり令

和 3年 4月に施行されたことからこれと協働し、センターにおける切れ目のない妊娠・出

産・子育て期における支援の充実と機能の強化をはかることを目的とする。 

【成果】 

＜初年度（令和２年度）の目標：センター設置の推進＞ 

①センター設置の推進支援 

センター設置率が低い北海道、徳島県、沖縄県を中心に、道及び県の協力（県型保健所

を含む）を得て、道・県レベル、保健所レベルでの研修を対面やオンラインで開催し、セ

ンター設置の意義や旧研究で課題とする市区町村が多かった支援プラン作成のロールプ

レイ、設置における課題等に対する助言及びセンター設置好事例の紹介等情報交換やグル

ープワークを実施し、設置を推進した。 

②都道府県及び県型保健所のセンター機能強化支援 

①において道・県及び県型保健所のセンター設置推進における役割の検討と、センター

設置市町村に対する PDCA による効果的なセンター事業の推進を試行した。新型コロナウ

イルス感染症蔓延下で最前線機関である保健所への調査を予定していたが、次年度に延期

を行った。 

③面談・支援技術の向上支援 

センターにおいて面談・支援を行う多職種に、面談・支援の手引きの啓発とロールプレ

イ等による研修を行い、面談支援技術の向上を図った。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、令和 2 年度末までの全国

展開が目指された子育て世代包括支援センタ

ー（以下、「センター」とする）が未設置の自

治体に設置を促進するとともに、都道府県及

び県型保健所によるセンターの事業を含む機

能強化支援を推進し、平成 29年度から令和元

年度に代表研究者が実施した厚生労働科学研

究「子育て世代包括支援センターの全国展開

に向けた体制構築のための研究」で作成され

たセンター業務ガイドライン（改定案）とセ

ンターにおける面談・支援の手引きの普及啓

発、及びそれらの効果的研修プログラムの開

発を行い、さらに、令和元年 12月に公布され

た改正母子保健法で市区町村における産後ケ

ア事業が努力義務となり令和 3 年 4 月に施行

されたことからこれと協働し、センターにお

ける切れ目のない妊娠・出産・子育て期にお

ける支援の充実と機能の強化をはかることを

目的とする。 

令和２年 4 月の厚労省調査によるセンター

設置率は全国市区町村の 74.0％であるが、村

では 45.4％と低く、出生数が少ない自治体で

は全数把握していると捉えて必要性が認識さ

れていない可能性がある。妊娠・出産・子育

ては原家族から新たな家族を作るプロセスで

もあり、誰にでも困難が生じうるという認識

に立ち、妊娠届出や乳幼児健診等の「点」の

場面では把握されない利用者目線に立った生

活者の「面」での支援が必要である。令和３

年４月から産後ケア事業が市区町村の努力義

務となったが、医療機関等の資源が少ない町

村でも工夫を凝らした取組が見られている。

保健所管内自治体の取組の情報交換や単独自

治体では少ない関係機関の調整、母子保健と

子育て支援が連携したことによる子育て状況

の評価など、都道府県と県型保健所がセンタ

ー設置と効果的な展開に関与することが重要

であり、都道府県・県型保健所に調査を行う

とともに研修等を行い、効果的な妊娠・出産・

子育て支援の推進をはかる。 

令和 2 年度は、年度末までの全国展開が目

指されていることから重点目標を「センター

設置の推進」とし、特にセンター設置率が低

い北海道、徳島県、沖縄県に、それぞれ県及

び保健所の協力を得てオンラインを含めた複

数回の研修を行い、設置を推進することを目

的とした。 

令和 3 年度は、引き続き設置が進まない県

に設置推進の支援を行うと共に、都道府県及

び県型保健所に調査を行い、産後ケア事業と

の連携も含めたセンターの機能強化に対する

支援の実態を把握するとともに、保健所に対

する現地調査またはオンライン調査を行い、

効果的な支援について検討を行うことを目的

とする。 

令和 4 年度は、都道府県・県型保健所とセ

ンター設置自治体が連携して産後ケア事業も

含めた妊娠・出産・子育てを効果的に支援す

る、センター活動の手引き（仮称）等の作成

を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 以下の３研究内容について、研究者が分担

するのでなく連携協力して研究を実施した。 

 

１．センター設置の推進支援 

研究分担者 
山縣然太朗・山梨大学大学院総合研究部医
学域社会医学講座教授  

山崎嘉久・あいち小児保健医療総合センタ
ー副センター長  

髙橋睦子・吉備国際大学保健医療福祉学部
教授  

福島富士子・東邦大学看護学部教授 
上原里程・京都府立医科大学大学院医学研
究科教授  

上野昌江・関西医科大学看護学部教授 
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センター設置率が低い北海道、徳島県、沖

縄県の市町村を中心に、道及び県の協力（県

型保健所を含む）を得て、新型コロナウイル

ス感染症の蔓延状況に応じ対面またはオンラ

インによる研修を行った。オンラインによる

研修は同時配信で保健所に管内自治体が集ま

っての視聴、または自治体単位での視聴など

とした。沖縄県は県が研修を録画しオンデマ

ンド配信を行ったことから、それを事前に視

聴して改めて未設置の自治体を中心にオンラ

イン研修を行った。 

 

２．都道府県及び県型保健所のセンター機能

強化支援 

１．の研修の実施にあたって道・県や県型

保健所に対し、事前に管内自治体のセンター

設置の状況把握や、研修当日はグループワー

クに参加を依頼し、センター機能強化支援検

討の一助とした。 

 

３．面談・支援技術の向上推進 

１．の研修において、旧研究の平成 29年度

～令和元年度厚生労働科学研究「子育て世代

包括支援センターの全国展開に向けた体制構

築のための研究」の成果物「子育て世代包括

支援センターにおける面談・支援の手引き

（案）」を用い、ロールプレイによる研修を行

った。オンライン研修ではモデル面談と支援

プラン作成のライブ配信を行った。 

 

（倫理的配慮） 

本研究は自治体を対象としており、配慮を

要する情報は取り扱わない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．子育て世代包括支援センターの設置推進

支援 

  厚生労働省母子保健課調べによる令和 2

年 4月 1日現在のセンター設置率の全国平

均は 74.0％である 2）（図１）。北海道は

179 自治体のうち 67自治体が設置し設置

率 37.4％と低く、同様に徳島県は 24自治

体のうち 7自治体の設置で設置率

29.1％、沖縄県は 41自治体のうち 12自治

体で設置率 29.3％と全国平均の半分以下

と低い状況であった。道・県の協力を得て

研修等の支援を行った。新型コロナウイル

ス感染症の蔓延により、対面研修が可能な

地域及び時期には、設置が進んでいない自

治体が参加しやすいよう保健所の協力を得

て会場を設置し、対面研修ができない場合

はオンラインのライブまたはオンデマンド

研修を行った。オンデマンド研修は、沖縄

県が撮影し自治体に配信を行った。 

 

（１）北海道 

 図２に北海道の令和元年 4月 1日と令和

2年 4月 1日のセンター設置自治体を、色

別に示した。旧研究及び厚生労働省母子保

健課による母子保健指導者研修では札幌市

開催が多く、札幌市周辺では設置がすすん

でいるといえる。そこで、図２には記入し

ていないが、旧研究で設置が進んでいない

ところに調整を行い、令和 2年 2月に北見

市において、北見保健所、紋別保健所、釧

路保健所、中標津保健所、網走保健所の協

力を得て管内自治体の参加を得て研修を行

った。この研修による設置は平成 2年 4月

の設置状況には反映されていないため、そ

のほかの設置が進んでいない市町村を抱え

る保健所及び北海道庁に調整を行い、2回

の研修を開催した。 

①令和 2年 8月 24日開催 

 場所：後志労働福祉センター（倶知安

町） 

対象：倶知安保健所・静内保健所・上川

保健所・八雲保健所・渡島保健

所・苫小牧保健所・江差保健

所・滝川保健所・岩内保健所管

内市町村 
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方法：対面による研修 

  内容： 

・講義「子育て世代包括支援センターの

効果的展開と子育て支援～市区町村子

ども家庭総合支援拠点との一体的運営

とは～」 

・ロールプレイ「面談支援及び支援プラ

ン作成」 

・情報交換及びグループワーク「子育て

世代包括支援センター設置状況と課題」 

②令和 2年 11月６日開催 

場所：稚内保健所 

対象：稚内保健所・留萌保健所・根室保

健所・名寄保健所・上川保健所・紋別保

健所管内市町村 

 方法：対面による研修 

内容： 

・講義「子育て世代包括支援センターの

効果的展開と子育て支援市区町村子ど

も家庭総合支援拠点との一体的運営と

は～」 

・ロールプレイ「面談支援及び支援プラ

ン作成」 

・情報交換及びグループワーク「子育て

世代包括支援センター設置状況と課題」 

 

（２）徳島県 

図３に徳島県の令和元年 4月 1日と令和

2年 4月 1日のセンター設置自治体を、色

別に示した。旧研究でも徳島県にセンター

設置推進の研修を開催したが、徳島市開催

であり、徳島市周辺では比較的設置されて

いる。そこで、徳島県と設置がすすんでい

ない市町村を抱える保健所に調整を行い、

研修を開催した。 

 ①令和 2年 11月９日開催 

場所：美馬保健所 

対象：美馬保健所・三好保健所管内市町 

村 

方法：美馬保健所管内市町村は美馬保健

所で対面研修、三好保健所管内市

町村は三好保健所でオンライン

研修 

内容： 

・講義「子育て世代包括支援センターの

効果的展開と子育て支援」 

・情報交換「子育て世代包括支援センタ

ー設置状況と課題」 

 

（３）沖縄県 

図４に沖縄県の令和元年 4月 1日と令和

2年 4月 1日のセンター設置自治体を、色

別に示した。旧研究でも沖縄県にセンター

設置推進の研修を開催したが、那覇市と北

部保健所開催であり、離島での設置がすす

まず、沖縄県の協力のもと 2回の研修を行

った。 

2回目の研修は、沖縄県が 1回目の研修

の講義部分を録画しオンデマンド配信をし

てくださり、それを視聴した後に参加する

ことにした。また、2回目の研修には、特

に離島の未設置自治体に参加をよびかけオ

ンラインのライブ研修とした。使用者目線

に立ったセンターの目指すものが理解しや

すいのが面談支援と支援プラン作成のロー

ルプレイであり、県庁職員にモデルで実施

していただいた。 

①令和 2年 12月 17・18日開催 

場所：北部保健所 

対象：北部保健所管内市町村 

方法：17日はセンター設置市町村の体面

研修、18日は未設置市町村も含め

体面またはオンライン研修 

内容： 

・講義「子育て世代包括支援センターに

おける PDCAと地域作り」 

・講義「子育て世代包括支援センターの

効果的展開～市区町村子ども家庭総合

支援拠点との一体的運営とは」 

・講義「妊娠期から子育て期の予防的支
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援の効果」 

・講義「利用者目線の親子支援～支援プ

ラン作成～」 

・ロールプレイ「面談と支援プラン作成」 

・情報交換「子育て世代包括支援センタ

ー設置状況と課題」 

 ②令和 3年２月 22日開催 

  場所：沖縄県庁 

  対象：北部保健所・中部保健所・南部保

健所・宮古保健所・八重山保健所

管内の未設置市町村 

方法：オンラインライブ配信 

内容： 

・講義「川の上流の役割－子育て世代包

括支援センターの意義」 

・情報提供「子育て世代包括支援センタ

ーの体制強化」 

・モデルロールプレイ「面談と支援プラ

ン作成」 

・情報交換 

 

（４）研修の成果 

 北海道は道立保健所 26 か所中 14 か所の

管内から参加があり、沖縄県は県保健所 5

か所中すべての保健所管内から参加があっ

た。 

北海道、徳島県、沖縄県の研修のいずれ

でも道・県もしくは保健所に事前に市町村

が疑問や課題に思うことのアンケートをと

ってもらい、講義内容はそれに応えるもの

とした。また、オンラインの情報交換では、

顔が見える設定ですべての参加者に発言し

てもらった。 

管轄保健所が動いたこと、また地理的事

情等で各種研修に参加できなかった自治体

が参加できるオンライン開催を行ったこと

から、多くの参加が得られた。センターが

何をするところか、またどのように設置し

たらよいかがわかったとの声があり、研修

後に道や県に問い合わせや設置に向けての

支援を求める声が寄せられているとのこと

であった。 

 

 ＜事前に寄せられた質問や意見に対する研

究班及び道・県の回答や対応の要旨＞ 

 ①センター設置の意義 

 ・これまでも面接に丁寧に時間を割いてい

る。また抱え込まずに相談してくれる土

地柄であるが、センター設置は必要か 

  →信頼関係づくりはできているが、セン

ター設置は切れ目のない妊娠期からの

子育て支援を行うというアピールでも

あるので設置したほうが住民に認識さ

れる 

 ・専門職とサービスが不足している小さな

自治体でも必要か 

  →利用者目線にたった事業や活動が行

われてるかという視点が必要。信頼関

係を作るところに重点を置いたメリハ

リのある体制にしたり、サービスは母

子保健以外のサービスと連携して展開

しているなど、工夫して展開している

ところもある 

・利用者支援事業母子保健型でサービスが

どのように改善するのか 

  →支援の専門職が雇用でき、特に妊娠届

出面接の充実が可能になり、より利用

者目線に立った支援ができる 

 

②センター設置の準備 

 ・どのような準備が必要か 

  →我が町が利用者目線に立っているのか

どうか、またどのような町にしたいか

という母子保健と子育て支援が同じテ

ーブルで話し合い連携強化が重要であ

る 

・何をもって設置とするのか 

  →センターは事業ガイドラインで必須事

業はあるが、支援プラン以外は既に実

施している内容と考えられる。条例や
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要綱設置など自治体内の手続きは一概

にこれが必要というわけではないが、

首長をはじめとして認知していただく

必要はある。なによりも必要なことは、

住民に母子保健と子育て支援が融合し

た利用者目線のサービスが始まったと

いう周知である 

・利用者支援事業の申請がないとセンター

設置にならないのか 

  →厚生労働省の HP に取組自治体の例が

あるが、そこに利用者支援事業を行っ

ていない自治体の取組がある。利用者

支援事業の申請は必須ではないが、利

用者へのサービスが増えるので考慮し

たらどうか 

 ・使える補助金を教えてほしい 

  →設立準備の補助金では個室の面談室な

どが作れるので、県に相談をしていた

だきたい 

 

 ③事業の内容はどのようなものか 

・関係機関との連携の仕方 

  →庁内関係機関の連携強化をまずは行い、

その上で庁外の関係機関にマネージメ

ント機能としてセンターから定期的に

機関に出向く、または顔の見える会議

の定期開催などが考えられる 

 ・支援プラン作成の業務量が増える 

  →信頼関係づくりと支援の見える化が支

援プランであり、対象者との最初の出

会いの時期は業務量が増えるが、その

後に問題が把握されたときに家庭訪問

や支援がしやすくなったという声があ

る。業務にメリハリをつけ、ここに重

点を置く必要があると考える 

 ・支援プランは全員に対するものと妊婦に

立てるものがあるが最低限必要項目は 

   →全員に対するプランはセンター業務

ガイドラインでは、セルフプランとし

ている。これは一律作成で自分でチェ

ックする形などである 

支援者が支援が必要と考える方に作

る支援プランの最低限必要項目は、研

究班作成の支援プランを見ていただき

たいが、支援者が関わらなくてはなら

ないと考えることのメッセージ、また、

支援の内容とスケジュールと考える 

 ・幼児期の支援プラン 

  →乳幼児健診が始まっているので、親子

の課題は把握しやすくそれに支援する

プランが考えられる。乳児期の健診が

始まるまでが養育者は不安が大きいと

思われるので、研究班では乳児期まで

の支援プランを作成している 

 

２．都道府県及び県型保健所のセンター機能

強化支援 

 自治体の状況を把握し、道・県と県型保健

所が研修参加を呼びかけ、研修で出てきた意

見等のフォローを行ったことが、都道府県及

び県型保健所の機能として重要である。 

沖縄県北部保健所は管内市町村への支援を

行っており、研修で報告された自治体の取組

が PDCA を踏まえた内容であった。この取組報

告のような県型保健所の取組を収集していく。 

・沖縄県北部保健所の取組 

令和 2 年 12 月 17 日に開催した研修の情報

交換の内容を参考に示す。 

「今帰仁村」 

・平成 27年にセンター設置 

・今帰仁村子育て世代包括支援センター連

絡協議会を設置している 

 メンバーは民生担当部署、児童福祉担当

部署、保健所、福祉事務所、要保護児童

対策地域協議会など 

  内容は、センターの取組とセンター設

置後の成果・課題、次年度計画 

・センター設置前と設置後の取組 

 設置前：問題を抱えている妊産婦支援が

中心で通常の母子保健業務の運営 
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 設置後：妊婦支援・ワンストップ支援の

充実、各種台帳の整備等、母子保健コ

ーディネーターによる妊娠期からの継

続した支援 

・強化ポイント 

  母子保健コーディネーターを増員し妊

産婦の全数把握の徹底、保健所等と協

働して妊婦の支援プランの見直し 

・成果 

  妊婦支援の増加、新生児訪問の増加 

・評価 

  対象者に対してセンター周知度や利用

者満足度の把握を行い改善策を検討す

る 

「北部町」 

・平成 31年度にセンター設置 

・センター評価報告書の作成を行った 

・妊娠期から子育てにわたる現状の見える

化を行い、支援サービスが行き届かない

親子がセンター設置により減少した 

・ストラクチャー指標、プロセス指標、ア

ウトプット指標、アウトカム指標を設定

した 

・評価指標は初年度のため比較はできない

が、妊娠期からの丁寧な支援により顔の

見える住民サービスが展開でき、副次的

に乳幼児健診の受診率が向上した。 

 

３．面談支援技術の向上推進 

旧研究から行ってきている利用者目線に立

っての面談支援のロールプレイを、資料１の

進め方で行い、資料２の支援プランを用いて

実施している。 

1．の研修において対面実習、またはオンラ

インによるモデル実習配信を行った。 

 

＜ロールプレイの内容＞ 

妊娠届出時の面談を設定し、対話から「わ

たし（面談者）の心配ごと」「あなた（妊婦）

の心配ごと」を引き出し、支援プランを作成

するプロセスまでを行う。3 人が妊婦、面談

者、記録者となり面談のロールプレイを行い、

役割を交代し、3セッション行う。このことに

より妊婦、面談者、記録者の３つの役割を全

て経験することになる（資料 1）。 

3 人のチームは経験の異なる専門職や、退

職種で組み立ててもよく、ロールプレイによ

り、利用者は面談者の話し方によって受け止

めが異なることがわかった、経験の浅い専門

職は先輩専門職から学ぶことができた、非専

門職は専門職の行っていることが理解できた

等の意見があった。また、オンラインモデル

研修でも、どのように面談を行うのか理解で

きた等の声があった。反面、感覚的なところ

があるので共有することが難しいという声も

会った。 

対人支援における関係性構築は重要であり、

ロールプレイを中核にした研修が望ましいと

考えられた。しかも、関係性づくりは専門職

が行いがちな問題点を把握して指導というこ

とではなく、人間関係づくりともいえること

から繰り返して面談の研修を行い、自ら気づ

いてもらうことが重要と考えられた。 

 

Ｄ．考察 

研究初年度は、令和 2 年度末までのセンタ

ーの全国展開が目指されていることから、重

点目標を「センター設置の推進」として実践

的研究を行った。 

新型コロナウイルス感染症蔓延下のため、

対面での研修に加えオンライン研修を行い、

沖縄県では研修内容を収録配信したオンデマ

ンド研修も行っていただいた。 

研修開催がなぜ必要なのかを発信し、状況

把握と実際の研修の情報交換にも参加すると

いった、道・県、県型保健所の支援によりお

設置が進まない地域から参加が得られた。ま

た、研修後もセンター設置に向けた相談が道・

県に寄せられていると報告があった。 

沖縄県北部保健所の取組では、自治体の活
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動の評価や具体的な支援プラン作成への広域

での支援も行われており、保健所の機能とし

て重要と考えられた。 

今年度計画していた県型保健所へのセンタ

ーの効果的な展開に向けた支援と課題認識に

関する調査は新型コロナウイルス感染症の蔓

延により実施を控えたが、今年度の研究をも

とに次年度調査を行う計画である。 

問題が出てきてからの支援ばかりではなく、

自治体が工夫を凝らした母子保健と子育て支

援の利用者目線に立った予防的支援を行うこ

とが重要であり、それには都道府県や県型保

健所の支援が有効と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 道・県、県型保健所と連携したセンター設

置推進の研修を中心に今年度は研究を行った。

管内自治体調整等の研修開催のプロセスと、

実際の研修への参加、その後のフォロー、ま

たセンター設置の評価の支援など、これはま

さしく親子が健康に過ごす予防的支援と地域

づくりが一緒になった公衆衛生機能であり、

県型保健所の役割であることが明らかになっ

た。 

次年度は県型保健所の産後ケア事業との連

携も含めたセンター支援の実際等について調

査を行うと共に、設置が進まない地域のみな

らずいち早く設置が進んだ地域での保健所の

支援等の実際を把握し、取組事例集等の作成

も検討していきたい。 

 

Ｆ．健康危機管理情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

1.佐藤拓代：母子保健の動向。福井トシ子編。

新版助産師業務要覧第 3版Ⅱ実践編。東京：

日本看護協会出版会。2021；2-9 

2.佐藤拓代：健やか親子 21。福井トシ子編。

新版助産師業務要覧第 3版Ⅱ実践編。東京：

日本看護協会出版会。2021；10-15 

3.佐藤拓代：妊娠期・生後早期からの切れ目

のない支援。脳と発達。2020：（52）S153 

4.佐藤拓代：母子保健。清水忠彦・佐藤拓代

編集。わかりやすい 公衆衛生学。東京：

ヌーヴェルヒロカワ。2020；151-165 

5.佐藤拓代：妊娠を自己責任にせず 0 日死亡

をなくす。佐藤拓代編著。東京：かもがわ

出版。2021；14-39 

6.佐藤拓代：小児歯科と子ども虐待。小児歯

科臨床。26（3）：6-41. 2021 

7.山縣然太朗：子育て世代包括支援センター

と地域づくり～健やか親子 21（第２次）の

中間報告を踏まえて～．季刊監事。（10）： 

28-37．2020 

8.山縣然太朗：「健やか親子 21（第 2次）」中

間評価．小児内科。52（5）： 632-636．2020 

9.Makiko Sampei, Tsuguhiko Kato, Aurelie 

Piedvache, Naho Morisaki, Junko Saito, 

Yuka Akiyama, Ryoji Shinohara, Zentaro 

Yamagata, Kevin Y. Urayama, Naoki 

Kondo: Municipality-level checklist to 

promote parental behaviors related to 

prevention of unintentional injury in 

young children: a multilevel analysis 

of national data. Journal of 

Epidemiology 30(10): 450-456. 2020. 

10.山縣然太朗：子育て世代包括支援センター

とは。チャイルドヘルス。24（3）：192-196。

2021 

11.山縣然太朗：【拡大する母子保健】総論 

成育基本法と健やか親子 21。小児内科。

52（12）：1720-1724。2020 

12.山縣然太朗：「健やか親子 21(第 2次)」

の中間評価結果から見えてきた課題 「健

やか親子 21(第 2次)」中間評価における

目標値の変更と新たな目標値について。日

本医師会雑誌。149（3）：569-571。2020 

13.山崎嘉久：乳幼児健診の標準化に向けた取
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り組み。日本医師会雑誌。149（4）：688-689。

2020 

14.山崎嘉久：事例を通しての子ども虐待の現

状と取組。日本小児科医会会報。59：13-19。

2020 

15.髙橋睦子, エイヤ・パーヴィライネン：ネ

ウボラという取り組み―フィンランドにお

ける対話による支援。滝川一廣・内海新祐

編。こころの科学増刊号。2020；52-59 

16.福島富士子：なぜ今、「産後ケアの」の充

実が求められるのか？季刊監事。（14）：

50-63。2021 

17.福島富士子： 産後ケアのこれまでとこれ

から。チャイルドヘルス。24（3）：186-188。

2021 

18.宗崎由香・田美智・畠山典子・徳永雅子・

福島富士子・横山美江：ネウボラから学ぶ

日本の母子保健再構築(第 6 回) 高知版ネ

ウボラ推進に向けた県の関わりと成果。母

子保健のシステムづくり。保健師ジャーナ

ル 76（9）：782-788。2020 

19.上原里程：母子保健。柳川洋、中村好一編。  

公衆衛生マニュアル 2020。東京：南山堂。

2020；91-101 

20. 大川聡子・谷村美緒・廣地彩香・眞壁美

香・吉田有沙・安本 理抄・根来 佐由美・

金谷 志子・上野昌江：10代母親への妊娠期

から産後にわたる保健師の継続支援 逆境

的小児期体験(ACE)の有無による比較。日本

地域看護学会誌。23（2）：33-42。2020 

 

２．学会発表 

1）佐藤拓代・安達久美子・當山紀子・鑓溝和

子・山口実花・中村安秀：母子健康手帳の

多言語化と外国人妊産婦への支援(第 1 報)

全国市町村の状況。第 79回日本公衆衛生学

会総会。一般演題。2020 

2）安達久美子・佐藤拓代・當山紀子・鑓溝和

子・山口 実花・中村 安秀：母子健康手帳

の多言語化及び効果的な支援方法(第 2 報)

外国人妊婦への支援。第 79回日本公衆衛生

学会総会。一般演題。2020 

3）當山紀子・佐藤拓代・安達久美子・鑓溝和

子・山口実花・中村安秀：母子健康手帳の

多言語化及び効果的な支援方法(第 3 報)外

国人親子への支援事例。第 79回日本公衆衛

生学会総会。一般演題。2020 

4）佐藤拓代：地域包括ケアと災害医療対策 1

更なる広がりを目指して。第 79 回日本公

衆衛生学会総会。シンポジウム。2020 

5）佐藤拓代・安達久美子・鑓溝和子：予期せ

ぬ妊娠への支援 相談窓口の現状。第 61 回

日本母性衛生学会総会・学術集会。一般演

題。2020 

6）大塚公美子・片岡弥恵子・光田信明・佐藤

拓代・中井章人・川口晴菜・金川武司・和

田聡子：全国の産科施設における社会的ハ

イリスク妊婦のスクリーニングに関する実

態調査。第 61回日本母性衛生学会総会・学

術集会。一般演題。2020 

7）佐藤拓代：障害児虐待の予防と対応 現状

と課題 妊娠期・生後早期からの切れ目の

ない支援。第 62回日本小児神経学会学術集

会。シンポジウム。2020 

8）佐藤拓代：予期せぬ妊娠への母子保健と児

童福祉からのアプローチ にんしん SOS の

現状。第 26回日本子ども虐待防止学会。シ

ンポジウム。2020 

9）佐藤拓代：障害児虐待の実態把握と虐待予

防を踏まえた家族支援、障害児施設内虐待

予防について。第 26回日本子ども虐待防止

学会。シンポジウム。2020 

10）山縣然太朗・秋山有佳・山崎嘉久・上原

里程・松浦賢長・市川香織・永光信一郎：

健やか親子 21(第 2次)中間評価と今後。

第 67回日本小児保健協会学術集会。一般

演題。2020 

11）山縣然太朗：成育基本法と健やか親子

21 健やか親子 21の成育基本法委におけ

る位置づけ。第 79回日本公衆衛生学会総
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会。シンポジウム。2020 

12）山崎さやか・篠原亮次・秋山有佳・山縣

然太朗：乳幼児を持つ母親の育児の孤立化 

健やか親子 21最終評価の全国調査より。第

67 回日本小児保健協会学術集会。一般演題。

2020 

13）・秋山有佳・山崎嘉久・上原里程・松浦賢

長・市川香織・永光信一郎：健やか親子

21(第 2次)中間評価と今後。第 67回日本小

児保健協会学術集会。一般演題。2020 

14）山縣然太朗・山崎嘉久・上原里程：健や

か親子 21(第 2次)の児童虐待防止関連指標

の中間評価。第 123 回日本小児科学会学術

集会。2020 

15）山崎嘉久・石田尚子・丹羽永梨香・加藤 

直実・宮田あかね・藤井琴弓・山本美和

子・春日井幾子・堀ゆみ子・水野真利乃・

森・美加：子育て支援の必要性の判定を用

いた支援の評価モデルの検証 子どもの発

達に関する支援の評価。第 66回東海公衆

衛生学会学術大会。一般演題。2020 

16）山崎嘉久：小児保健の歴史をもとに子育

て支援を考える『小児保健研究』初巻から

辿る子育て支援への道。第 67回日本小児

保健協会学術集会。シンポジウム。2020 

17）山崎嘉久：成育基本法と健やか親子 21 

小児保健医療における成育基本方針。第 79

回日本公衆衛生学会総会。シンポジウム。

2020 

18）山崎嘉久：地域における在留外国人患者

対応への取り組み。第 31回日本小児科医会

総会フォーラム。国際委員会委員会企画。 

2020 

19）茂呂歩実・船山ひろみ・平山展大・唐木

隆史・山崎 嘉久・朝田 芳信：各自治体に

おける乳幼児健診と他健診のデータ共有や

連携の実際について。第 79回日本公衆衛生

学会総会。一般演題。2020 

20）Mutsuko Takahashi：Reappraisal of the 

Significance of Early Childhood and 

Parenthood in Social Policy: Special 

Reference to Japan. International 

Conference on Children's Studies.2020 

21）福島富士子：個から家族、そして地域へ 

優しさが循環する社会。第 20回東邦看護学

会学術集会 学術集会長講演 2020 
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＜図 1＞都道府県別子育て世代包括支援センター設置状況：令和 2年 4月 1日現在 

                           （厚生労働省母子保健課調査） 

 
＜図２＞北海道における子育て世代包括支援センター設置状況：令和元年 4月 1日及び 

令和 2年 4月 1日現在 
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＜図３＞徳島県における子育て世代包括支援センター設置状況：令和元年 4月 1日及び 

令和 2年 4月 1日現在 

 

＜図４＞沖縄県における子育て世代包括支援センター設置状況：令和元年 4月 1日及び 

令和 2年 4月 1日現在 
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＜資料 1＞面談と支援プラン作成のロールプレイの進め方 
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＜資料 2＞支援プランの例 
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